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253 労使委員会むこよる労使協定代替決議  
図表l・労傾協定・代替決議の届け出および有効期間の定めの要否  
労基法の規定   協定届け出  決議届け出  有効期間   
労使協定事項              1カ月単位の変形労働時間制  第32条の2第1項   
C｝ ×   （⊃   
第32条の3  ×   ×   
第32条の4  
（⊃   ×   
×   
⊂）   
l年単位の変形労使時間制   第1項・第2項        ′1週間単位の非定型自勺変形労  
働時間制   第32条の5第1項  ⊂）   
×   ×   
一斉休憩の適用除外   第34条第2項但書   ×   ×   ×   
時間外労働   第36条第1項   ○   
事業場外労働のみなし制   第38粂の2第2項   （⊃   
専門業務型裁量労働制   第38条の3第1項   ⊂）   ○   引 ○        × o        ×  〔）   
計画年休制   第39条第5項   ×   ×   ×   
年休時の手当  同条第6脂但書  X   ×   ×  
注）有効期間の定めの安否は協定および代替決議で共通。  
○は必要であること，×は不要であることを示すっ  
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251労使委員会による労使協定代替決議  
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開 法（53－1）250  































ば，この点は弱点になる。   
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たり残るという事態が生じかねない。   
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拠を欠き，見解が分かれうるであろう。   
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247 労使委員会による労使協定代替決議  
一定期間の経過とともに効力を失うと解されよう。   
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図表2 労使委員会決議の助力（類型分け）  
①  ②   ③労働契約の変更  
制定法上の権利  （労働者義務づけ条項）  
計画年休   変形制労働時間   
年休時の手当   フレックス・タイム制   時間外労働  
労使協定に加えて私  
法的効力を生じさせ  な  し   就業規則などの定め  個別同意   
る要件  
な し  
労使委月全決議に加   ただし，所定労働   
な  し  時間配置が労働契約   個別同意   
えて，私法的効力を     生じさせる要件  に定められている場  合を除く。   
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必要ないとしても，それにより就業規則に記載することを免れる事項は限られている。   
このように筆者は，毛塚氏の問題提起に対■し留保つきで賛同したいと考える。  
（1）毛塚勝利「職場の労働者代表と労使委員会」ジュリスト1153号（1999年）57頁以下＝毛簸①と   
する，新谷眞人「労働者代表制と労使委員会」季刊労働法189号（1999年）27貪以下，大沼邦博「改   
正労基法の政策と法理・中」労働法律旬報1463け（1999年）38頁以下，労働省労働基準局編『新   
裁量労働制の早わかー）』（2000年，労虜行政研究所），青野覚「労使委月会」労働法律旬報1488号   
（2000年）28頁以下，浜村彰「労使委員会による労使協定に代わる決議」同38頁以下，毛塚勝利   
「労使委員会の可能ノ性と企業別組合の新たな役割」日本労働研究雑誌485号（2000年）13頁以下＝   
毛塚②とする，大内伸哉編『企業内労働者代表の課題と展望』（2001年，労働問題リサーチセンタ   
ー）27真以下参照。  
（2）現行法では，設置できる事業場はこのように「事業運営上の重要な決定が行われる」事某場に   
限定されている。ただし，03年6月に成立した改正労基法によー），企画業務型裁量労働制の適用   
対象事業場につき，従来の事業場以外の事業場でも実施できること，労使委月会にかかわって．   
労使委員会が企画業務型裁量労働制帝人の決議を行うための委員の合意を，（∋現行の全月合意か   
ら委月の5分の4以上の多数に緩和．②組合などから指名された労働者代表委員が改めて労働者   
の過半数の信任を得る要件の廃止，③労傭委員会の設置について労働基準監督署への師ナ出要件   
の廃止，（彰導人後に使用者が定期的に労働基準監督署に報告する事項について，対象労働者の労   
働時間の状況に応じた健康・福祉確保措置の実施状況に限ること．さらに⑤労使委員会において，  
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